


























































2 ．名古屋地裁平成28年 9 月30日の事実概要
　（ 1 ）　X は、Y 会社の株式180株を保有する株主であり、また、産業廃棄
物・一般廃棄物の中間処理場及び最終処理場の建設、運営及び管理等を目的と
する Z 株式会社の代表取締役を務める者である。
　Y 会社は、資本金を1000万円として平成 9 年 7 月 7 日に設立された、廃パチ
ンコ台のリサイクル業を主要な業務とする非公開会社であり、取締役会設置会
社（本件各決議前）である。Y 1 は、Y 会社の代表取締役であり、Y 2 は、Y
会社の取締役である。




う。）は、平成14年 4 月 1 日、X に名義変更された（以下「本件株式譲渡」と
いう。）。そして、Y 会社の平成13年 7 月 1 日から平成14年 6 月30日までの事業
年度分の確定申告書には、X の保有株式数180株、Y 1 の保有株式数20株時載
されていたところ、平成21年 3 月31日、本件株式につき、X から Y 1 への名義
変更（以下「本件株式移転」という。）がされた。
　（ 3 ）　X は、平成23年 4 月25日、X が Y 会社の株式180株（本件株式）を有
する株主であることの確認等を Y 会社に対して求める訴訟を名古屋地方裁判
所に提起した（以下「別件訴訟」という。）。これに対し、Y 会社は、本件株式
は譲渡担保として X に移転され、かつ、その被担保債務は Y 会社により完済
されたなどと主張して、X が本件株式を保有することを争った。
　（ 4 ）　平成23年 8 月10日開催の Y 会社の臨時株主総会において、Y 会社の
資本金額を600万円増額して1600万円とするため、募集株式の上限数を600株と
し、募集株式の払込み最低金額を 1 万円とし、会社法199条 1 項に定める募集
事項の決定については取締役会の決定に委任する旨の議案が承認可決された
（この決議を以下「本件新株発行総会決議」という。）。同総会議事録には、株
主の総数 1 名、出席株主数 1 名及び出席株主の議決権の数200個と記載されて
いる。
　（ 5 ）　名古屋地方裁判所は、平成24年 3 月14日、別件訴訟における X の請
求を認容する判決（以下「別件訴訟地裁判決」という。）を言い渡した。Y 会
社は、これを不服として控訴した。
　（ 6 ）　平成24年 5 月10日開催の Y 会社の取締役会において、本件新株発行
総会決議を踏まえ、普通株式600株を第三者割当ての方法により発行し、Y 1
にその全てを割り当てること、当該募集株式の払込金額を 1 株につき 1 万円と
し、払込期日を同年 6 月 4 日とすること等が承認可決された（この決議を以下
「本件新株発行取締役会決議」という。）。Y 1 は、普通株式600株の引受を申し
込み、平成24年 6 月 4 日、Y 会社名義の預金口座に払込金額600万円を新り込










　（ 8 ）　X は、Y 会社に対し、平成26年 6 月 3 日、甲事件として、本件新株発
行の無効及び不存在確認の訴えを提起した。その主旨は、本件新株発行は、X
の Y 会社に係る株主権の存否を巡る X と Y 会社との間の関連訴訟の係属中
に、Y 会社の従前の発行済株式総数200株のうち、180株を保有する X から Y
会社の会社支配権（経営権）を奪う目的で、本件新株発行のための株主総会の
招集通知を X に対して行うことなく、X が新株発行差止請求をする機会のな
いまま、秘密裏に X を騙して行われたものであり、しかも、その際、Y 会社
の代表者である Y 1 は、X の名義を冒用して X から Y 1 への株式譲渡証書等
を作成したところ、Y 1 は、本件新株発行に至る一連の違法行為（任務懈怠又
は不法行為）により、X の Y 会社に対する会社支配権を侵害し、また、Y 会
社の取締役として Y 1 の職務執行を監視すべき Y 2 は、当該監視義務を怠った
ばかりか、Y 1 の上記違法行為に追従したなどと主張するものであった。併せ
て、X は Y らに対し、②民法709条または会社法429条 1 項（Y 1 および Y 2 ）
もしくは同法350条（Y 会社）に基づき、連帯して、本件新株発行に至る一連
の違法行為により X が被った損害 1 億3825万円（Y 1 及び Y 2 が平成23年 1 月



















チンコ・マージャン）の遊技場経営を業とする Z の代表者である X を Y 会社
の株主から秘かに排斥しようと考え、…第12期（平成20年 7 月 1 日から平成21




Y 1 は、X が本件株式を保有することを知りながら、X に対して本件新株発行








として、当該決議を行った。しかも、Y 1 は、…平成21年 1 月、X 及び X の実
弟を Y 会社役員の地位から無断で排斥したほか、同年 6 月頃以降、X に対し、
Y 会社の財務内容や営業成績の報告を行わず、第11期（平成19年 7 月 1 日から
平成20年 6 月30日）以降の確定申告書の写しを交付せず、これにより、X が Y
会社の借入状況や株主構成その他の会社の内情を知ることを妨げた。これらの












































は 6 か月であるのに対し、非公開会社の場合には 1 年とされている（同法828











23年 8 月10日においても、Y 会社の発行済株式数は200株であり、そのうち180
株を X が、その余の20株を Y 1 がそれぞれ保有していたものである。そうす
ると、本件新株発行総会決議は、Y 会社の 2 人の株主のうちの 1 人であり、同
社の発行済株式のうち 9 割の株式を保有していた X に対する本件新株発行に





































　本件新株発行に係る募集株式の引受人 Y 1 が払込期日に所定の払込みをした
本件においては、株式の発行の効力が生じた日は、当該払込期日であり（会社








（ 5）　相澤・前掲（ 4 ）247頁。




























（ 7）　最二小判昭和61年 2 月24日民集40巻 1 号69頁。
（ 8）　東京高判昭和61年 8 月21日判時1208号123頁。





































































































































































































　前記最判平成 9 年 1 月28日および最判平成15年 3 月27日を前提に、現行会社
法の制定において、新株発行不存在確認の訴え（会社829条）が明文の規定に
より認められており、このような新しい法制度の下で、新株発行の不存在事由
（25）　中島弘雅「新株発行不存在確認訴訟に関する覚え書き―最高裁平成15年 3 月27日第 1 小法廷判




















L06135150、②東京地判平成19年 2 月26日 LLI/DB L06230855、③東京地判平成
28年 8 月 3 日 LEX/DB25536505、④名古屋地判平成28年 9 月30日（本事件）、
⑤東京地判平成28年11月22日 LEX/DB25538211、⑥東京地判平成28年11月29日
LEX/DB25538213、⑦東京地判平成29年 9 月 8 日2017WLJPCA09088011）。
　また、前記20件中、新株発行不存在確認請求が認容された裁判例は 9 件あ
り、その内訳は、a．代表権のない者によって新株発行が行われたケースが 4
件（⑧東京地判平成25年 2 月25日 LEX/DB25510794、⑨東京地判平成26年 3 月
20日 LEX/DB25518359、⑩東京地判平成26年 3 月26日 LEX/DB25518363、前掲
③判決）、b．株式払込み・現物出資の給付が行われていないケースが 3 件（⑪
東京地判平成19年12月19日 LLI/DB L06235708、⑫東京地判平成21年 3 月18日
2009WLJPCA03188015、⑬東京地判平成26年 3 月19日 LEX/DB25518358）c．
仮装出資であると認定されたケースが 2 件（⑭東京地判平成25年 2 月25日




東京地判平成21年 3 月 9 日2009WLJPCA03098006、⑰東京地判平成22年 5 月30
日2010WLJPCA02238002、⑱大阪地判平成24年 5 月30日金判1454号55頁、⑲東































































成15年 3 月27日第 1 小法廷判決を契機として―」東京都立大学法学会雑誌44巻 2 号（2004年）76
～77頁、松井秀征「新株発行不存在確認の訴えについて（ 2 ・完）」立教法学71号（2006年）45























































として、X が Y 会社の運転資金の貸付けを行うに当たり、Y 1 保有の Y 会社
株式180株（全体の 9 割）を取得して、Y 会社を傘下に収めたと考えたのに対
して、Y 1 は、資金借入れに際して当該株式を譲渡担保に供したにすぎず、す










































法828条 1 項 2 項の文言解釈の観点から難点があり、本判決のように「信義
則」を用いる等の解釈論が相応しいかについては若干の違和感が残る。他方、
新株発行不存在事由の拡大による解決（41）についても、株式発行そのものの瑕疵
としては、適法な株主総会決議を欠くのみであり、結局のところ、発行後の諸
事情を考慮して不存在との評価を与える点に、新株発行無効事由との差異が見
出しにくいのではないかという疑念を覚える。また、株式発行の不存在の認定
により、遡及的な巻き戻しが行われるのが原則となる点においては、たとえ非
公開会社に限っての話であるとしても、法律関係の安定性を損なうおそれが大
きいことに配慮すれば、新株発行無効の訴えの枠内で解決を図るべきであろう。
　また、最近の裁判例の傾向から見ても、新株発行の不存在については、法律
関係の安定性を確保する見地から、代表権のない者による発行または出資の履
行の形式が全く伴っていない場合に限定する事案処理が今後も続けられるもの
と予想される。
―まつい　ひでき・東洋大学法学部教授―
（41）　新株発行不存在事由を評価的不存在にまで拡大することで、この場合の株主の救済を図ろうと
する立場として、岩原・前掲 (34)123頁では、原告となる株主側の提訴期間を遵守できなかった
事情と、被告となる会社側の帰責事由とを総合的に考慮すべきであるとしたうえで、①会社側が
専ら支配権維持の目的で株式を発行していること、②提訴期間内に新株発行無効の訴えを提起で
きないよう工作されていること、③新株が代表取締役の支配下にある悪意者の手元に留まってい
ることを不存在の認定要素として挙げている（同122頁）。また、松井・前掲（23）も同様に、①著
しく不公正な方法による新株発行が行われていること、②新株発行が意図的に気づかれないよう
にされていること、そして③定時総会の不開催に見られるように、事後的な違法行為が行われて
いることを挙げている。さらに、田中・前掲（ 2 ）113頁も、①新株発行に重大な瑕疵があること、
②そうした瑕疵ある発行を会社が意図的に行っていること、③株主に対し新株発行を秘匿してい
ること、および④当該新株発行について取引の安全を考慮する必要性が小さいといった事情の蓄
積により新株発行は不存在になるとしている。
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「株式発行の無効と不存在」〔松井　英樹〕
